
 
令和３年８月３１日 

 

令和４年度の財政投融資計画要求書 

(機関名：国立研究開発法人森林研究・整備機構) 

 

１．令和４年度の財政投融資計画要求額

(単位：億円、％)

金額 伸率

(1)財政融資 49 51 △2 △3.9

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

49 51 △2 △3.9

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和４年度
要   求   額

令和３年度
計   画   額

 

２．財政投融資計画残高 

(単位：億円、％)

金額 伸率

(1)財政融資 989 1,053 △64 △6.0

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

989 1,053 △64 △6.0

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和４年度末
残高（見込）

令和３年度末
残高（見込）



３．事業計画及び資金計画 

事業計画 (単位：億円)

243 221 22

(内訳)
243 221 22

令和４年度
要   求   額

令和３年度
計   画   額

増　減

事業計画の合計額

水源林造成事業

区　　分

 

 

資金計画 (単位：億円)

342 324 18

49 51 △2

財政融資 49 51 △2

産業投資 － － －

政府保証 － － －

293 273 20

一般会計出資金 96 98 △2

一般会計補助金 179 154 25

東日本大震災復興特別会計補助金 2 2 －

その他 15 18 △3

自己資金等

区　　分
令和４年度
要   求   額

令和３年度
計   画   額

増　減

事業計画実施に必要な資金の合計額

(財源)
財政投融資

 



財政投融資を要求するに当たっての基本的考え方 

 (機関名：国立研究開発法人森林研究・整備機構) 

 
＜官民の役割分担・リスク分担＞ 
１． 政策目的の実現に必要な範囲内で、金融・資本市場に関与するに際し、官民の適

切な役割分担がなされているか。 
 
① 森林所有者自らが森林整備を行うことが困難な奥地水源地域で実施しており､そ

の収益性は低いこと 
② 特に、水源涵

か ん

養のための森林整備の受益は、河川の上流から都市を中心とした下

流まで広範囲にわたること 
などから、民間での実施にはなじまず、公的主体により確実に実施していく必要が

あるため、森林研究・整備機構が実施しているものである。 
 
 
２．官民が適切にリスク分担し、民間企業のモラルハザードを防止しつつ、適度な支援

を行っているか。 
 

本事業の実施にあたっては、事業の透明性及び客観性を確保し、より効果的、効

率的な事業の実施を図るため、事業評価の実施とともに学識経験者等第三者の意見

を聞き、評価結果の公表を行っている。 
 
 
＜対象事業の重点化・効率化＞ 
３．「民間にできることは民間に委ねる」という民業補完性を確保する観点から、対

象事業の重点化や効率化をどのように図っているか。 
 

本事業は、水源の涵
か ん

養、国土の保全を図るため、森林所有者自らによる森林造成

が困難な奥地水源地域で水源林の造成を行うものである。厳しい林業情勢の下、森

林所有者による森林整備が一層困難となる中で、 
① 森林所有者自らが森林整備を行うことが困難な奥地水源地域で実施しており､そ

の収益性は低いこと 
② 特に、水源涵

か ん

養のための森林整備の受益は、河川の上流から都市を中心とした下

流まで広範囲にわたること 
  などから、民間での実施にはなじまず、公的主体により確実に実施していく必要があ

るため、森林研究・整備機構が実施しているものである。 
 
 
 
 
 
 



＜財投計画の運用状況等の反映＞ 

４．財投編成におけるＰＤＣＡサイクルを強化する観点から、財投計画の運用状況を財

政投融資の要求内容にどのように反映しているか。 

 
令和２年度の水源林造成事業においては、着実に事業を実行し、財投融資枠 

５６億円について全額実行しているところである。 

また、これまでの実地監査結果等を踏まえ、外部有識者を含めた委員会において、

事業の実行に関することや、財政融資資金等の償還に関するシミュレーション結果

について審議を行うことにより、償還確実性を確認するとともに、コスト削減の取

組を実施しており、これを踏まえた要求を行っている。 

 
 

(参考：過去３カ年の財政投融資の運用残額) 

           ３０年度   元年度   ２年度 

   運用残額    －億円      －億円      －億円 

      運用残率     －％        －％        －％ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)「運用残率」は、改定後現額(改定後計画＋前年度繰越)に対する運用残額の割合(％)。 



成長戦略等に盛り込まれた事項について 

 (機関名：国立研究開発法人森林研究・整備機構) 

 

「経済財政運営と改革の基本方針２０２１」及び「成長戦略実行計画・成長戦略フ

ォローアップ」に盛り込まれた事項に関する要求内容 

 

「経済財政運営と改革の基本方針２０２１」及び「成長戦略実行計画・成長戦略

フォローアップ」において、気候変動の影響による激甚化・頻発化する水害・土砂

災害等への対策、脱炭素化の取組を推進する等とされており、水源の涵
か ん

養に加え、

地球温暖化防止にも資する水源林造成事業を通じて、奥地水源地域における間伐等

の森林整備を推進する。 

 

○「経済財政運営と改革の基本方針２０２１」 

    第１章 新型コロナウイルス感染症の克服とポストコロナの経済社会のビジョン 

     ５．防災・減災、国土強靱化、東日本大震災等からの復興 

     （１）防災・減災、国土強靱化 

       気候変動の影響により激甚化・頻発化する水害、土砂災害（略）への対策として、 

（略）森林整備（略）など、流域全体を俯瞰した流域治水を推進する。 

 

    第２章 次なる時代をリードする新たな成長の源泉 ～４つの原動力と基盤づくり～ 

１．グリーン社会の実現 

      我が国は「2050年カーボンニュートラル」を宣言し、世界の脱炭素を主導し、経済成

     長の喚起と温暖化防止・生物多様性保全との両立を図り、将来世代への責務を果たす。 

(略)この実現に向け、①脱炭素を軸として成長に資する政策を推進する。 

 

   ○「成長戦略実行計画」 

    第３章 グリーン分野の成長 

     １．2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略 

     （３）分野別の課題と対応 

      ⑪食料・農林水産業 

      森林・木材によるCO2吸収・貯蔵機能を強化するため、高層木材技術の確立など建築物

     の木材化等を促進しつつ、間伐や成長に優れた苗木等を活用した再造林等の森の若返り

     にも取り組む。 

 

   ○「成長戦略フォローアップ」 

    ２．グリーン分野の成長 

       （１）2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略 

     ⅲ）分野別の課題と対応 

     （食料・農林水産業） 

     人工林の適切な間伐、エリートツリー等を活用した再造林等の森林整備（略）について 

2021年度から集中的に取り組み、森林吸収量の確保・強化を図る。 



財政投融資の要求に伴う政策評価（基本的事項） 

 (機関名：国立研究開発法人森林研究・整備機構) 

 

１．政策的必要性 

 

○ 本事業は、水源を涵
か ん

養する等の目的で、森林の造成を行う必要があるにもかか

わらず、森林所有者が自助努力を行っても林業生産活動のみでは造成が進まない

民有林において、国立研究開発法人森林研究・整備機構が費用負担者となって、

水源林を造成し、国民生活に不可欠な水資源の涵
か ん

養、国土保全、地球温暖化防止

等に資する事業である。 

○ 本事業は、国民生活に不可欠な水資源の安定的な確保、森林の有する国土・環

境保全等の公益的機能の維持増進等のナショナルミニマムの達成を図り、国民生

活上不可欠な社会資本の形成に資することを目的としている。 

○ なお、本事業の農林水産省の政策評価体系における位置付けは、以下のとおり

である。 

《大目標》 

食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農山漁村の振興、農業の多面的

機能の発揮、森林の保続培養と森林生産力の増進、水産資源の適切な保存・管

理等を通じ、国民生活の安定向上と国民経済の健全な発展を図る。 

《中目標》 

森林の有する多面的機能の発揮と林業・木材産業の持続的かつ健全な発展 

《政策分野》 

森林の有する多面的機能の発揮 

 

２．民業補完性 

 

本事業は、水源の涵
か ん

養、国土の保全を図るため、森林所有者自らによる森林造成

が困難な奥地水源地域で水源林の造成を行うものである。厳しい林業情勢の下、森

林所有者による森林整備が一層困難となる中で、 
①  森林所有者自らが森林整備を行うことが困難な奥地水源地域で実施しており､   

その収益性は低いこと 
②  特に、水源涵

か ん

養のための森林整備の受益は、河川の上流から都市を中心とした 
下流まで広範囲にわたること 
などから、民間での実施にはなじまず、公的主体により確実に実施していく必要

があるため、森林研究・整備機構が実施しているものである。 

 

 

 

 

 



 

３． 有効性 

水源林造成事業は、昭和３６年から開始し、これまでに全国で約４９万ha(東京都

と神奈川県を合わせた面積に相当)の水源林を造成している。これらによる水源涵
か ん

養

効果は、年間約３０億㎥(東京都で使う約２年分の水量に相当)と推計されている。 

事業実施による効果は、植栽面積４０．５万ha(昭和３６年度から平成１３年度ま

でに植栽した面積の合計(平成１４年度以降の植栽林分は全額補助金により実施))

について「林野公共事業における事業評価マニュアル」に基づく便益の計測を行っ

た結果、便益の合計は約１６兆４,９７８億円となっている。 

便益について個別に分類すると以下のとおりである。 

①  水源涵
か ん

養便益（洪水防止、流域貯水、水質浄化）１１兆３,４５３億円 

②  山地保全便益（土砂流出防止、土砂崩壊防止）  ３兆９,１３７億円 

③  環境保全便益（炭素固定）            １兆１,１０１億円 

④  木材生産便益（木材生産確保・増進）                １,２８７億円 

 

４．その他 

  

昭和３６年度から造成してきた約４９万haの水源林は順調に生育していることか

ら、主伐開始以降の伐採収入等により、財政融資資金借入金の償還に問題はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 年 度 決 算 に 対 す る 評 価 

 (機関名：国立研究開発法人森林研究・整備機構) 

 

１．決算についての総合的な評価 

 

○ 造林木の販売にあたっては、一般競争入札による販売を行うなど積極的な販売

に努めた。 

○ 当期総利益（７６４百万円）については、積立金として整理することとした。 

 

２．決算の状況 

 

（１）資産・負債・資本の状況 

 

○  資産  １,１０６,１１０百万円    

○  負債    １０６,７０３百万円    

○  純資産   ９９９,４０７百万円      

 

（２）費用・収益の状況 

 

○  費用      ２,２０１百万円         

○  収益      ２,９６６百万円     

 

 

 


